



























































































































































































































定規準とされており、委任は無償の事務処理 に限られる。この結果として、委任は法律行為に限定さ ず、純粋に事実的な行為をも含むこ になる（広義の事務処理概念） 。同様に、雇用・請負契約も純粋に事実的な行為だけでなく、法律行為も含むから、契約の対象たる行為の点では両者は同じである。　
そうすると、 「事務処理を対象とする雇用契約または請負契約」に委任の規定の準用を定めたＢＧＢ六七五条一項










































































































































































































































































































































































































条八八号・八九号） 。しかし、原則的には、偶然損害に関しては、受任者（被指図者）は委任者に賠償請求できず、これを自分で負担しなければならない（第七条八八号） 。つ り、最軽過失であれ、過失が委任者に存在する場合にのみ、損害賠償請求権が受任者 認められるに過ぎない（第六条七三号） 。ローマ法源にも見られる具体的な事例が個別的に第六 七四 ない 七六号で明 かにされている。　
これに対して、第六条七七号は二つの例外を定める。一つは、ある危険が委任者に恐らく知られていたが、受任者
は彼から警告を受けなかったという場合であ 。もう一つは、受任者 任意ではなくて 委 に対する義務的な忠実さから、この命令の実行 引き受けた これらの場合には、委 者は衡平上受任者の偶然損害を賠償すべき責任を負う。　
注意すべきは、まず第一に、前者の事例は今日の見解では委任者の有 な説明義務違反とし 把握されるから、こ









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































のすべての経済的な結果は委任者 生ずることを意味する。これの積極的な側面としては受任者の利益引渡義務（一〇〇九条） 、消極的な側面としては事務処理と結びついた費用の負担すなわち報酬支払義務（一〇〇四条） 、費用償還請求権（一〇一四条第一文）が挙げら る。一〇一四条第二文後段や一〇一五条によって賠償され 損害も、広義の事務の費用に含まれる。　
それ故、一般的に広義では「委任者のためにする事務」ということができる。確かに有償委任では、報酬を得る点








































る。 「委任の履行と結びついた損害」というのは、現実化したリスクと委託された事務の内容との間に特に密接な関連性を要求しているが、通説によれば、 「この種 活動に特別な典型的リスクの現実化」としての損害でなければならない。これは一般的な損害賠償法の相当性理論と類似する。相当性理論では、非典型的な損害に関して責任が排除されるが、こ で 逆に、まさに特別な典型的損害に関して責任が基礎づけられる。また、リスク責任における損害と行為の間には極めて高い関連性 要求される とは明らかである。さらに、この考察は責任義務者の観点から事後的にではなく、かつ、客観的な基準を基礎として行われなければならない。それ故、 「委任の履行と結びついた」損害という基準は、損害賠償法の観点からは、重大に増加した強度さを伴う一種の 基準 あるということができる。　
この帰責に必要な強度さの程度について、ビドリンスキーは「取引の平均的な見解によれば真面目にこれを計算に
入れるべき程度に、生じた損害が問題な 行為によって促進された」場合だとする。しかし、彼も賠償さ 損害を明確に限定す ことは可能 いことを強調して る。　
そこで、これを一般的な損害賠償法のところで考慮することが有意義なように思われる。損害を他人に転嫁する




















































































































































に用いられた労働者の自動車の損傷という事例では、事故を阻止できたのは労働者であって使用者ではない。また、使用者は労働者の自動車をより安全に装備することは殆ど出来ない。営業の適切な組織化の観点からも、自動車の使用禁止の指図は適切な公共交通機関がない場合には実際上不可能である 社有車 提供によって事故リスク自体が減少するわけではな から、使用 陵駕的 危険回避可能性を基礎づけることはできない。委任契約の領域では 委任者によ リスク回避の可能性は使用者と比べるとさら 少ない。　
陵駕的な危険支配性の観点に従うと、たとえば間接代理人による物品の売却の事例では、奇妙な結果となる。すな
わち、物品に瑕疵があるとき 、間接代理人は買主に対して担保責任を負い、この賠償を一〇一四条により委託者に請求することができる。この場合、委託 が同時に製造業者である き 、委託者の陵駕的な危険支配性を理由に一〇一四条の適用を肯定しう が、単なる取次業者である場合 は、これは存在しな から、同条の適用は否定されることになる。しかし、自己の名前で 物品の売却という委託内容が同一であり、一〇一四条 要件からも両者 結論の差異を正当化することは難しい。　
第二に、有利な付保可能性または最も安価な付保者にリスクを帰責す という「最安価付保者の原則」が一〇一四

















































害に関しては、労働契約のところで述べたように、 「活動条項」によって受任者の物的損害は委任者の責任保険から排除される。車体保険に関しては、受任者が最安価付保者である。また、責任損害については、労働契約 場合と異なって、一〇〇二条以下の意味で 受任者の賠償義務は委任 の営業責任保険では付保されない。したがって、いずれの場合でも、受任者が自分で責任保険を締結する必要がある。　
間接代理人が買主に対して担保責任を負う場合、受任者たる間接代理人に対する一〇一四条による委任者の損害賠








るが、しかし、履行補助者責 および使用者責任はいずれも被害者たる第三 と本人の間 責任に関するもの あり、内部関係では補助者に責任が残ったまま ある。また、 「自由裁量と利益」という要件以外 使用者責任では被用者が不適切な者であったことが必要とされる。また、履行補助者責任では本人と の間に契約関係が存在し、これの履行ということが要件とされるから、いずれにせよ単に「 由裁量と利益」の観点によってリスク領域を限定する とはできな 。　
さらに、このようなリスク領域による区別が一〇一四条の要件の基礎に置かれているかは疑わしい。これは規定の
















まず第一に 確か オ ストリア一般民法のように、委任者の無過失責任に関する明文規定を有する場合には、委
任の基本原則すなわち「委任者の計算と危険」によってこれを説明することもできよう。しかし、ドイツやスイスではこのような明文規定は存在しない。ここでは委任者 無過失責任は一般的な理論によって基礎づけられなければならない。そ 上で、これ 要件と効果の明確化が図られる。ここでも「委任者の計算と危険」という委任の基本原則を用いることはもちろんできようが、 かし、 場合には、一〇一四条や一〇一五条のような制限を導くことは当然にはでき　
第二に、 「委任者の計算」というのは、事務処理のすべての経済的な結果が委任者に生ずること 意味し、積極的
な側面だけでなく、消極的な側面に関しても妥当するとファーバー 主張する。しかし、この主張は利益思想とほぼ重なるように思われる。 「与える債務」とは異なり、 「 す債務」の場合には、積極的な側面すなわち がすべ 債権者に帰属することは明らかである。利益思想はこれを前提として 一定 法律関係においては 利益と損害 同一帰属すなわち利益の帰属者にこれの消極的 すなわち損害も帰属させるべきことを主張するものに他なら い。　
ファーバーは有償委任では受任者も固有の利益を有すると て、利益思想の限界を指摘する。しかし 右 述べた















の原則である「常時支配の原則」はこれの責任要件の に役立つとして、具体的には委 計算可能性の存在を賠償 要件として導く。　
この「常時支配の原則」は委任者が当該行為を開始ないし維持することが有意義であるかどうか判断し、状況の変


















































































































































































の場合には契約上の義務の履行の領域内で生じた受任者の損害が問題とされるが、事務管理者はこのような契約上の義務なしに行為す 点で大きく異なるから、一〇一四条を類推適用 通説 妥当 はないと批判する。そして、これに代えて、他の規定すなわち寄託に関する九六七条二項を類推適用すべきこ を主張する。　
寄託契約では、有責な方法で加えられた損害の賠償義 および寄託物の維持や継続的な用益の増大のために用いら
れた費用の償還義務と並んで（九六七条一項） 、緊急の場合に受寄者が受寄物を救うために自己の物を犠牲にしたときは、受任者は適切な賠償を請求 ことができる（九六七条二項） 。　
前者の費用償還は によって把握され、受寄者に義務づけられた行為に関連する。これに対して、後者は受寄者










慮して決定される 具体的には、犠牲にされた財貨 価値、犠牲の合目的性、救助された財貨の価値および事務管理者と本人の財産状況 どである。これによって不当な過酷さが本人に生ずることを回避することが可能となる。　
また、 「犠牲にされた財貨」とは意識的に具体的な事務処理のリスクにさらしたすべての財貨を意味するから、 「行

























































































　［事実関係］一九九四年三月三一日の夜九時過ぎ、ある婦人が自動車で走行中に犬をはねてしまった。彼女はこの衝突音を聞いて出てきた農夫と一緒に の犬を捜し、農家の車庫にいるのを見つけた。そこで、彼女はこの日の緊急当番医である獣医の原告に電話した。原告はこの犬を一〇メートルほど引っ張って外に出して、診察を始めた。しかし、そ 途中でこの犬が突然原告に噛みつき、原告は右の親指の骨折、爪の破損や裂挫傷を負った。原告は自己の動物診療所に代わりの医師を手配し、また、予定さ ていた市場での肉検査 仕事をキャンセルせざるを得なか た。そこで、原告はこの犬の 有者である被告に対して これらの損害の賠償を求めて訴えを提起した。　一審は一三二〇条（動物保有者の責任）の適用を否定して、原告の訴えを棄却。これとは反対に、原審は同条に基づく被告の責
任を肯定しうるとし 、一審判決を破棄差し戻した。また、これに関する最高裁判例がないことなどから最高裁に異議申立 できるとした。被告が上告。　［判旨］上告棄却。　①原審の見解とは異なり、本件では、一三二〇条を根拠とすることはできない。被告は必要な犬の管理を行わなかった。しかし、
























































































































































































































行為者の加害による賠償義務も軽減されるべきではないかという問題を提起する。ドイツ民法六八〇条は緊急事務管理者の責任を故意・重過失に限っており、軽過失について緊急事務管理者は免責される。フィッツはこ 文とこれに関するドイツ 判例 学説を参考としながら、結論的に緊急事務管理者の軽過失免責を主張する。　
すなわち、自己のためにする行為の場合には、行為者は自己の費用で賠償義務負担の危険に対処すべきである。準




















































































































































認める。したがって、緊急事務管理に際して事務管理者が損害を被った場合には、事務管理者は本人の過失を問うことなくこれの賠償を請求することができる。これに対して、ＯＧＨは通説とは異なり 一〇一五条および一〇四三条や九六七条という複数の条文から「適切な賠償」と「衡平責任」を導く。これの結論が妥当であるとしても、このような全体の類推 方法 適切であ かどうかは慎重な検討を必要としよう。　
なお、緊急事務管理者の損害に関しては、一般社会保険法（ＡＳＶＧ）が適用されるが、これと関連して、①使用







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































n.（5 ）,S.（5,（8 ） 。
　　
しかし、カナーリスは伝統的な物に関する危険責任と「行為のリスク責任」という二つの下位的事例の上位に位置する原則を「この
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